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①国際海上輸送確保関係



Ⅰ．世界経済の動向
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世界経済における名目ＧＤＰの推移世界経済における名目ＧＤＰの推移世界経済における名目ＧＤＰの推移

出典：IMF「World Economic Outlook Database, September 2006」に基づき海事局作成
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世界経済における名目ＧＤＰ成長率の推移世界経済における名目ＧＤＰ成長率の推移世界経済における名目ＧＤＰ成長率の推移

出典： IMF「World Economic Outlook Database, September 2006」に基づき海事局作成。

ASEANはマレーシア、インドネシア、シンガポール、タイ、フィリピンの５カ国の数値。

EUは現在の２５カ国の数値。
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米国・欧州・ＡＳＥＡＮ・日本における経済成長の推移米国・欧州・ＡＳＥＡＮ・日本における経済成長の推移米国・欧州・ＡＳＥＡＮ・日本における経済成長の推移

出典：IMF「World Economic Outlook Database, September 2006」に基づき海事局作成。

為替レートはすべて平成１９年２月７日現在のもの。

米国 ＥＵ

ＡＳＥＡＮ 日本

※ＡＳＥＡＮは、マレーシア、インドネシア、シンガポール、タイ、フィリピンの５カ国のみ。

アジア通貨危機後為替レートの影響で低下。
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出典：IMF「World Economic Outlook Database, September 2006」に基づき海事局作成。

為替レートはすべて平成１９年２月７日現在のもの。
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世界の一次エネルギー需要の地域別見通し世界の一次エネルギー需要の地域別見通し世界の一次エネルギー需要の地域別見通し

出典：経済産業省「エネルギー白書2006」 ５



我が国のエネルギー需要と今後の見通し我が国のエネルギー需要と今後の見通し我が国のエネルギー需要と今後の見通し

出典：総合資源エネルギー調査会 需給部会答申「2030年のエネルギー需給展望」

原油換算百万KL

年度
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各国相互間の海上貿易による輸出入量を相殺した上で計算された総合計である。
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我が国発着の海上貿易による輸出量と輸入量を足し合わせた数値である。
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世界の海上荷動量の推移（トン・マイルベース）世界の海上荷動量の推移（トン・マイルベース）世界の海上荷動量の推移（トン・マイルベース）
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社会主義経済圏人口
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地域 国 1000TEU 前年比伸び率

ロシア 137 70.2%
ポーランド 106 58.4%
チェコ 40 31.3%
その他 25 6.6%

307 53.1%
トルコ 178 37.8%
エジプト 72 48.8%
シリア 42 44.9%
ギリシャ 41 36.0%
その他 71 16.9%

404 35.8%
ウクライナ 132 34.2%
ルーマニア 29 23.7%
ブルガリア 15 36.3%
その他 18 33.0%

195 32.6%

東地中海（地中海）

東地中海合計

黒海（地中海）

黒海合計

仕向け地 2006年1-9月

東欧（北欧州）

東欧合計

世界の市場経済の拡大世界の市場経済の拡大世界の市場経済の拡大

東欧・東地中海・黒海地域向け荷動量世界市場経済人口の増大

出典：（株）商船三井作成出典：日本郵船（株）作成
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出典：（財）日本海事広報協会「数字でみる日本の海運・造船２００６」に基づき海事局作成。

１９８５年、１９９０年の数字は年央の数値。１９９５～２００４年の数字は年末の数値。

１００総トン以上の鋼船で、漁船及び雑船を含む。

「バルクキャリア」とは、穀類や鉱石類などの貨物をばら積みで運搬する構造を有する船舶。通常は運搬する貨物ごとに専用船となっている。
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諸外国の主要船社の経営状況等【売上高推移】
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Ⅱ．不定期船部門の動向



世界の海上荷動きの貨物構成
2005年
72億ﾄﾝ
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不定期船部門における世界の海上荷動き不定期船部門における世界の海上荷動き不定期船部門における世界の海上荷動き

「三大バルク」とは、鉄鉱石、石炭、穀物の３つをいう。

「マイナーバルク」とは、ボーキサイト、燐鉱石、セメント、原木、パルプ等をいう。

出典： 日本郵船（株）調査グループ作成資料
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三大バルクの貨物構成
2005年
16億ﾄﾝ
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三大バルクの荷動量の内訳三大バルクの荷動量の内訳三大バルクの荷動量の内訳

出典：日本郵船（株）調査グループ作成資料

「原料炭」とは、製鉄用のコークスや都市ガス製造、石炭化学工業の原料として使用されているものをいう。
「一般炭」とは、スチームや発電用ボイラーなどの二次エネルギーや、暖房などの火力として使用されているものをいう。
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ドライバルク・原油　海上荷動き量の推移と見通し（ﾄﾝ･ﾍﾞｰｽ）
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不定期部門における荷動量の推移と今後の見通し不定期部門における荷動量の推移と今後の見通し不定期部門における荷動量の推移と今後の見通し

「ドライバルク」とは、三大バルクである鉄鉱石、石炭、穀物のほかスクラップ、セメント、塩など固体のバラ積み貨物をいう。

→対になる用語として、石油類を始め牛乳、化学薬品など液体品のバラ積み貨物である「リキッドバルク」がある。

出典：日本郵船（株）調査グループ作成資料
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三大バルク　海上荷動き量の推移と見通し（ﾄﾝ･ﾍﾞｰｽ）
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出典：日本郵船（株）調査グループ作成資料
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三大バルクの貨物別荷動き量の増分比較
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出典：日本郵船（株）調査グループ作成資料
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不定期船部門における地域別海上荷動量の推移不定期船部門における地域別海上荷動量の推移不定期船部門における地域別海上荷動量の推移
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出典：日本郵船（株）調査グループ作成資料
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不定期船の市況の推移不定期船の市況の推移不定期船の市況の推移

ドライバルク運賃推移
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Ⅲ．定期船部門の動向



〈単位：万ＴＥＵ〉

合計合計 2,34１ 万ＴＥＵ →→ 8,553 万ＴＥＵ 3.7 倍

アジア

欧州 北米

１９９０年→２００５年

305→495
1.6 倍

域内
350→1,263

3.6 倍

288→1,435
5.0 倍

533→1,833
3.4 倍

その他
864→3,527

4.0 倍

出典：（株）商船三井「定航海運の現状 2005/2006」に基づき海事局作成

世界の海上コンテナ荷動量世界の海上コンテナ荷動量世界の海上コンテナ荷動量
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最終財とは、製造設備等の資本財や一般消費者が使

用する消費財のこと。

中間財とは、これら最終財を生産するために必要となる

部品や加工品のこと。

出典：経済産業省「新経済成長戦略」

東アジア域内の工程間分業の進展東アジア域内の工程間分業の進展東アジア域内の工程間分業の進展
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北米・欧州航路国別コンテナ荷動量の推移北米・欧州航路国別コンテナ荷動量の推移北米・欧州航路国別コンテナ荷動量の推移

アジア→北米

アジア→欧州

北米→アジア

欧州→アジア

出典：PIERSデータに基づき日本海運振興会作成 ２２



定期船運賃の推移定期船運賃の推移定期船運賃の推移

アジア/北米EB

アジア/欧州WB

北米/アジアWB

欧州/アジアEB

出典：「Containeraization International」に基づき（株）日本郵船作成
２３



：アジア船社

：邦船社

順位 運航船社 順位 運航船社 順位 運航船社

1 Maersk（デンマーク） 180,831 ( 6.1% ) 1 Maersk-Sealand（デンマーク）/Safmarine（デンマーク） 596,442 ( 12.5% ) 1 Maersk Line（デンマーク）/Safmarine（デンマーク） 1,541,411 ( 19.2% )

2 Sea-land（米国） 180,000 ( 6.1% ) 2 P&O Nedlloyd（英国／オランダ） 345,055 ( 7.2% ) 2 Mediterranean Shipping Company（スイス） 740,091 ( 9.2% )

3 China Ocean Shipping (Group) Company（中国） 153,253 ( 5.2% ) 3 Evergreen（台湾）/Lloyd Triestino（イタリア）/Uniglory（台湾） 324,874 ( 6.8% ) 3 Evergreen（台湾）/Lloyd Triestino（イタリア）/Hatsu Marine（英国） 468,091 ( 5.8% )

4 Evergreen（台湾） 146,557 ( 4.9% ) 4 韓進海運（韓国）/DSR Senator（ドイツ） 281,781 ( 5.9% ) 4 CMA CGM（フランス）/ANL（オーストラリア） 454,102 ( 5.7% )

5 日本郵船 115,626 ( 3.9% ) 5 Mediterranean Shipping Company（スイス） 229,629 ( 4.8% ) 5 Hapag-Lloyd Container Line（ドイツ） 386,649 ( 4.8% )

6 韓進海運（韓国） 97,176 ( 3.3% ) 6 NOL（シンガポール）/American President Line（米国） 209,245 ( 4.4% ) 6 韓進海運（韓国）/Senator Lines（ドイツ） 327,173 ( 4.1% )

7 大阪商船三井船舶 96,775 ( 3.3% ) 7 China Ocean Shipping (Group) Company（中国） 200,656 ( 4.2% ) 7 China Ocean Shipping (Group) Company（中国） 311,294 ( 3.9% )

8 American President Line（米国） 96,326 ( 3.2% ) 8 CP Ships（英国） 171,035 ( 3.6% ) 8 China Shipping Container Line（中国） 306,758 ( 3.8% )

9 P&O Containers（英国） 92,083 ( 3.1% ) 9 日本郵船 158,230 ( 3.3% ) 9 NOL（シンガポール）/American President Line（米国） 297,121 ( 3.7% )

10 Ned lloyd Lion（オランダ） 90,714 ( 3.1% ) 10 CMA CGM（フランス）/ANL（オーストラリア） 141,770 ( 3.0% ) 10 日本郵船/東京船舶 285,216 ( 3.6% )

11 川崎汽船 70,193 ( 2.4% ) 11 商船三井 141,731 ( 3.0% ) 11 商船三井 237,952 ( 3.0% )

12 Orient Overseas Container Line（中国） 69,311 ( 2.3% ) 12 Orient Overseas Container Line（中国） 138,949 ( 2.9% ) 12 Orient Overseas Container Line（中国） 232,697 ( 2.9% )

13 Hapag-Lloyd Container Line（ドイツ） 69,180 ( 2.3% ) 13 川崎汽船/川崎近海汽船 135,120 ( 2.8% ) 13 Compania Sud Americana de Vapores（チリ） 226,096 ( 2.8% )

14 DSR Senator（ドイツ） 68,915 ( 2.3% ) 14 Zim Integrated  Shipping（イスラエル） 127,101 ( 2.7% ) 14 川崎汽船 217,584 ( 2.7% )

15 陽明海運（台湾） 68,513 ( 2.3% ) 15 Hapag-Lloyd Container Line（ドイツ） 119,028 ( 2.5% ) 15 Zim Integrated  Shipping（イスラエル） 189,928 ( 2.4% )

16 NOL（シンガポール） 67,935 ( 2.3% ) 16 現代商船（韓国） 116,472 ( 2.4% ) 16 陽明海運（台湾） 187,413 ( 2.3% )

17 現代商船（韓国） 59,526 ( 2.0% ) 17 Compania Sud Americana de Vapores（チリ） 109,580 ( 2.3% ) 17 Hamburg Sud（ドイツ） 173,103 ( 2.2% )

18 Zim Integrated  Shipping（イスラエル） 59,247 ( 2.0% ) 18 陽明海運（台湾） 109,058 ( 2.3% ) 18 現代商船（韓国） 150,289 ( 1.9% )

19 Mediterranean Shipping Company（スイス） 53,566 ( 1.8% ) 19 China Shipping Container Line（中国） 100,888 ( 2.1% ) 19 Pacific International Lines（シンガポール） 125,510 ( 1.6% )

20 CMA（フランス） 48,878 ( 1.6% ) 20 Hamburg Sud（ドイツ） 77,135 ( 1.6% ) 20 Wan Hai Lines（台湾） 108,347 ( 1.4% )

全世界計 2,969,315 ( 100% ) 全世界計 4,788,319 ( 100% ) 全世界計 8,025,325 ( 100% )

　※　日本郵船㈱調査グループ　「世界のコンテナ船隊および就航状況」　1996年版、2001年版および2006年版より海事局作成。

ＴＥＵ　（シェア） ＴＥＵ　（シェア）

2006年1月2001年1月

ＴＥＵ　（シェア）

1996年1月

Ｍ＆Ａによる巨大化Ｍ＆Ａによる巨大化Ｍ＆Ａによる巨大化

：欧州船社

出典：（株）日本郵船「世界のコンテナ船隊および就航状況」1996年版、2001年版および2006年版に基づき海事局作成。
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提
携
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734,974
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日本郵船

Hapag-Lloyd　（ドイツ） 日本郵船
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P&OCL　（イギリス） Hapag-Lloyd　（ドイツ）
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朝陽海運　（韓国）

韓進海運　（韓国）

現代商船　（韓国）

Mediterranean Shipping　（スイス）

Norasia　（香港）

338,200

457,599

579,995

825,283

　１９８０年代に北米航路で始まった船社間の提携再編は、９０年代に入ると欧州航路、・北大西洋航路にも及び、合従連衡が世界規
模で繰り返され、９７年にアライアンス体制が確立される。その後も再編を繰り返し、アライアンス間の提携も行われるようになった。

運航船社またはアライアンス

Maersk Line　（デンマーク）

協調配船　

The Grand Alliance　(GA)

協調配船　

The Global Alliance　（TGA）

【１９９７年】

United Alliance　

【　現　状　】

運航船社またはアライアンス

Maersk Sealand　

    Evergreen

CKYH グループ

The Grand Alliance　(GA)

The New World Alliance　(TNWA)

Evergreen グループ

アライアンスと再編アライアンスと再編アライアンスと再編

再編

出典：（株）日本郵船「世界のコンテナ船隊および就航状況」2006年版に基づき海事局作成 ２５



隻数 TEU
１隻当たり

TEU

1995年 1,764 2,770,808 1,571 

2000年 2,642 4,695,610 1,777 

2003年 3,112 6,451,313 2,073 

2004年 3,287 7,088,687 2,157 

2005年 3,554 8,025,325 2,258 

出典：（株）日本郵船「世界のコンテナ船隊および就航状況」2006年版に基づき海事局作成

世界のコンテナ船の大型化世界のコンテナ船の大型化世界のコンテナ船の大型化
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Ⅳ．我が国外航海運の動向



食糧60％

我が国主要品目輸入依存度（２００４年）

原油99.7％ 天然ガス96．3％

我が国の輸入依存度の状況我が国の輸入依存度の状況我が国の輸入依存度の状況

鉄鉱石100％

石炭99.3％

出典： （財）矢野恒太記念会

「日本のすがた2006」に基づき

海事局作成
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3260
(0.3%)

941,739
(99.7%)

国際貨物輸送における海上輸送と航空輸送の分担率国際貨物輸送における海上輸送と航空輸送の分担率国際貨物輸送における海上輸送と航空輸送の分担率

33,850 (30.7%)

76,513 (69.3%)

金額ベース

出典：（社）日本物流団体連合会「数字でみる物流２００６」に基づき海事局作成。

２００４年の数値。

重量ベース

航空輸送

海上輸送

単位：千トン

海上輸送

航空輸送
単位：十億円
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2%穀物

2%

鉄鉱石

1%

その他鉱物資源

1%

その他

47%

石炭

4%

液化ガス

6%

機械類

16%

原油

21%

機械類
36%

その他
24%

乗用自動車
19%

電気製品
11%

鉄鋼
7%

プラスチック 3%

電気製品
1%

その他
48%

プラスチック
4%

乗用自動車
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セメント
8%

機械類
10%

鉄鋼
24%

：資源エネルギーが

32%を占める

その他
18%

その他鉱物資源
1%

穀物 3%

木材等 4%

液化ガス
9%

鉄鉱石
16%

石炭
22%

原油
26%

：資源エネルギー

が73%を占める

輸入（重量ベース） 輸出（重量ベース）

我が国の主要輸出入品目（2005年）我が国の主要輸出入品目（我が国の主要輸出入品目（20052005年）年）

総計 816百万トン 総計 134百万トン

出典：（財）日本海事広報協会
「数字でみる日本の海運・造船2006」
に基づき海事局作成。

木材等には、木材、チップ、
パルプを含む。
液化ガスには、液化天然ガス及び
液化石油ガスを含む。

輸出（金額ベース）

総計 45.6兆円

輸入（金額ベース）

総計 41.5兆円
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出典：財務省貿易統計に基づき海事局作成。
世界の海上荷動量（A）：各国相互間の海上貿易による輸出入量を相殺した上で計算された総合計である。
我が国の海上荷動量（B）：我が国発着の海上貿易による輸出量と輸入量を足し合わせた数値である。

我が国の海上荷動量の推移我が国の海上荷動量の推移我が国の海上荷動量の推移
（百万トン）

年平均１％増

年平均３％増

世界の海上荷動量に対する我が国の海上荷動量の比率=
2A
B
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出典：財務省貿易統計に基づき海事局作成。中国は台湾、香港を含まない。
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１９６５年から１９９６年までは大手６社、１９９７年は大手５社、１９９８年は大手４社、１９９９年から２００５年までは大手３社の合計値。
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我が国商船隊の構成の推移（隻数ベース）我が国商船隊の構成の推移（隻数ベース）我が国商船隊の構成の推移（隻数ベース）
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出典：海事局調べ
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自国籍船率・自国船員率比較

%

1,391
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82

82
46

178

95

28

その他
7.3%

香港
4.1%

日本
9.2%

リベリア
5.2%

パナマ
67.9%

キプロス
0.8%

フィリピン
1.5%

シンガポール
4.0%

　内側グラフ
　　隻数ベース

　外側グラフ
　　総トン数における割合

我が国商船隊の船籍別一覧

出典:海事局調べ ３６



我が国発着貨物の積取比率我が国発着貨物の積取比率我が国発着貨物の積取比率
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Ⅴ．諸外国の海運を巡る状況



諸外国の海運強化策諸外国の海運強化策諸外国の海運強化策

出典：日本船主協会、運輸政策研究機構、日本海運振興会（旧海事産業研究所）調べ（2006年12月現在把握している施策）
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韓
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日
本

１　償却制度上の優遇措置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２　船舶の買換特例（圧縮記帳） ○ ○ ○ ○ ○ ○

３　トン数標準税制による法人税の軽減 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

４　第二船籍制度などの船籍制度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

５　船員所得税の免除・軽減 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

６　船員の社会保険料の軽減 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

７　船員の派遣・帰国費補助 ○ ○

８　船員の訓練費補助 ○ ○ ○

９　運航補助（米国） ○
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諸外国の海運強化策の一例の状況諸外国の海運強化策の一例の状況諸外国の海運強化策の一例の状況

トン数標準税制の導入状況

オランダ ノルウェー ドイツ イギリス デンマーク

適用開始日 1996年1月 1996年6月 1999年1月 2000年1月 2001年1月

自国籍船
 　1996：541隻

→2000：721隻

　 1996：　941隻

→2000：1,028隻

　 1999：1,482隻

→2004：1,951隻

　 2000：　421隻

→2004：　754隻

　 2001：590隻
　　　　（6,479千GT）
→2006：515隻
　　　　（8,455千GT）

自国船員
 　1998：8,539人

→2001：8,936人

 　1995：15,851人

→1999：18,736人

 　2000：7,650人

→2002：7,333人

 　2000：26,350人

→2005：27,200人

 　2000：9,257人
　
→2002：9,515人

※１）2006年12月現在で把握しているもの 国土交通省海事局・日本船主協会調べ
※２）2002～2006年の現地当局者からの聴取等による
※３）ドイツの自国籍船欄には独登録船数を記載（独トン数税は独登録船を適用対象としているため）

トン数標準税制の導入による効果

出典：

出典：ＵＮＣＴＡＤ「Review of Marine Transport 2005」

に基づき海事局作成。

２００５年１月現在の船腹量ベースの数値。

導入国
５８．６％

非課税国
8．7％

未導入国
（日本等）
３２．７％

※船腹量ベース
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マ・シ海峡を巡る国際的動向
○ ２００６年９月：ＩＭＯ主催クアラルンプール会議

沿岸国と利用国等の対話を促進するメカニズムを支持、航行援
助施設の維持管理・更新等への資金提供メカニズムの確立に向け
た協力の実施などを合意した「クアラルンプール声明」を採択
我が国は、国際的協力の枠組み構築に向け積極的に対応

○ 船舶交通が輻輳する世界有数の国際海峡

○ 日本商船(実質船主)の年間通航隻数：約１４,０００隻［２００４年］

○ 我が国にとっても輸入原油の８割以上が通航する極めて重要な海峡

マ・シ海峡における航行安全・環境保全・
海上セキュリティに対する我が国の貢献

○ 航行安全・環境保全
・航路標識整備、水路測量、航路整備、油防除資機材の供与等
・拠出額：約１４７億円（３７年間）

○ 海上セキュリティ
連携訓練、人材育成、海上保安機関設立支援のための専門家派

遣、海賊対策専門家会合の開催支援等（海上保安庁）

○ 船舶交通が輻輳
・年間通航隻数：約９４，０００隻［２００４年］
（１日当たり約２６０隻)

○ 海賊事案多発地域（→テロの懸念）
・年間発生件数：１９件（全世界２７６件）［２００５年］

マ・シ海峡の現状 マ・シ海峡の位置

マ・シ海峡の通航船の
実質船主所在国(重量トン数)

マラッカ・シンガポール海峡の概要マラッカ・シンガポール海峡の概要マラッカ・シンガポール海峡の概要
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1. 船社間協定とは
– 複数の船社で、運賃、配船、積取等に関する共同行為をいい、

一種のカルテル行為である。

2. 独禁法適用除外制度の必要性
• 定期船海運は貨物量の季節変動等により構造的に供給過剰

に陥り破壊的な競争が行われやすい。

• 世界単一の市場、船社間の国際的な強調・連携による事業の
合理化・効率化・安定化が必要

3. 歴史
• 英国／インド間の「カルカッタ同盟」（1875年）が最初

4. 制度
– 日本では、海上運送法で規定

5. 船社間協定の種類
• オープン・コンファレンスとクローズド・コンファレンス

• 運賃協定、配船協定、プール協定等

船社間協定に対する独禁法適用除外制度船社間協定に対する独禁法適用除外制度船社間協定に対する独禁法適用除外制度
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ＥＵ

EC規則4056/86において、外航定航海運に関する適用除外制度を規定（包括適用除外）。
2003年3月、同規則の見直し検討を開始。2006年9月、同規則の2008年10月廃止を決定。現在、一定の情報交換等を認
める競争法適用ガイドライン策定作業中。

EC規則4056/86において、外航定航海運に関する適用除外制度を規定（包括適用除外）。
2003年3月、同規則の見直し検討を開始。2006年9月、同規則の2008年10月廃止を決定。現在、一定の情報交換等を認
める競争法適用ガイドライン策定作業中。

独禁法適用除外制度（諸外国の動向）独禁法適用除外制度（諸外国の動向）独禁法適用除外制度（諸外国の動向）

米国

米国新海事法（OSRA）において、適用除外制度を規定（届出制）。
2004年より全産業の反トラスト法の見直し作業中であるが、外航海運について目立った動きはない。

米国新海事法（OSRA）において、適用除外制度を規定（届出制）。
2004年より全産業の反トラスト法の見直し作業中であるが、外航海運について目立った動きはない。

豪州

取引慣行法第10部により、適用除外制度を規定（登録制）。
2004年6月、同制度見直し検討を開始。2006年8月、協議協定を除き、適用除外制度を維持することを決定。

取引慣行法第10部により、適用除外制度を規定（登録制）。
2004年6月、同制度見直し検討を開始。2006年8月、協議協定を除き、適用除外制度を維持することを決定。

シンガポール

2006年7月、新しく制定された同国競争法において、外航定航海運に対する適用除外制度を導入（包括適用除外及び届
出制）。

2006年7月、新しく制定された同国競争法において、外航定航海運に対する適用除外制度を導入（包括適用除外及び届
出制）。

日本

公正取引委員会の規制研究会が、一定の猶予期間を設けた上で、同制度の廃止を提言。国交省に同制度の要否について
検討を要請。

公正取引委員会の規制研究会が、一定の猶予期間を設けた上で、同制度の廃止を提言。国交省に同制度の要否について
検討を要請。

ＥＵ等一部の国・地域で適用除外制度見直しの動きがあるが、必ずしも制度廃止が世界的潮流とはなっていない。ＥＵ等一部の国・地域で適用除外制度見直しの動きがあるが、必ずしも制度廃止が世界的潮流とはなっていない。

諸外国の動向
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＜今後の動向を左右する主な要因＞
★船腹量の大幅な増加 ★船員不足の加速 ★安全環境面への更なる問題意識の高まり（CO2削減等）

海事分野の安全環境規制の動向と我が国の対応海事分野の安全環境規制の動向と我が国の対応海事分野の安全環境規制の動向と我が国の対応

我が国対応の方向

各産業分野共通の動向
●安全・環境問題への社会的意識の高まり
●企業の社会的責任（ＣＳＲ）への要請強化
●基準・規格化を通じたマーケティング・産業支援戦略の拡大
●欧州連合（ＥＵ）の加盟国拡大（27ヶ国）と連携強化

海事分野の動向
●便宜置籍船の増大

＝旗国・船主管理能力の低下傾向
●大規模海難の発生→船主等への非難増加
●海運景気の改善

欧州系船主・舶用メーカーを中心とする規制強化志向／沿岸国の関心・関与の増大

ＩＭＯ（国際海事機関）
（船舶の安全環境基準の策定）

規則策定の迅速化

ばら積み貨物船の強化基準の導入
ダブルハルタンカーの導入促進

船内点検用交通設備（PMA）の導入

損傷時復原性基準の強化
バラストタンク等の塗装基準の導入
新造船船体構造基準（GBS）の検討

船舶からの大気汚染防止２次規制の検討

船舶安全管理規則（ＩＳＭコード）の導入
新しい航海機器（AIS、VDR、LRIT）の導入

防汚塗料（AFS）条約の採択
国際船舶・港湾施設保安規則（ISPSｺｰﾄﾞ）の導入

バラスト水管理条約の採択
シップリサイクル条約の検討
E-Navigationの検討

多様化・高度化する規制 我が国海事産業の優位性に影響を与える規制

安全・環境面を含む質の高い海事サービスの維持
アジアとの連携強化による基準規格戦略の強化

安全・環境面を含む質の高い海事サービスの維持
アジアとの連携強化による基準規格戦略の強化
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新興海運国を旗国とする便宜置籍船の増加に伴って近年増えているサブ・スタンダード船の排除
各国におけるＰＳＣの実施内容の向上

新興海運国を旗国とする便宜置籍船の増加に伴って近年増えているサブ・スタンダード船の排除
各国におけるＰＳＣの実施内容の向上

（１）過去のＰＳＣ結果を反映した効率的かつ効果的なＰＳＣの実施
過去の検査実績から判断して、欠陥率の高い旗国の船舶等に対して優先的にＰＳＣを実施

（１）過去のＰＳＣ結果を反映した効率的かつ効果的なＰＳＣの実施
過去の検査実績から判断して、欠陥率の高い旗国の船舶等に対して優先的にＰＳＣを実施

（２）アジア太平洋域内及び他の地域との協力による有効なＰＳＣの促進
東京ＭＯＵ域内のメンバー国間において、東京ＭＯＵ域内ＰＳＣ検査情報システムによりサブ・

スタンダード船の情報共有を推進
東京ＭＯＵとパリＭＯＵ・インド洋ＭＯＵ等との地域間協力体制を確立
東京ＭＯＵ、パリＭＯＵ及びＵＳＣＧが連携して集中検査を実施

（２）アジア太平洋域内及び他の地域との協力による有効なＰＳＣの促進
東京ＭＯＵ域内のメンバー国間において、東京ＭＯＵ域内ＰＳＣ検査情報システムによりサブ・

スタンダード船の情報共有を推進
東京ＭＯＵとパリＭＯＵ・インド洋ＭＯＵ等との地域間協力体制を確立
東京ＭＯＵ、パリＭＯＵ及びＵＳＣＧが連携して集中検査を実施

（３）国際的なＰＳＣ検査官教育・訓練プログラムへ積極的な協力・貢献
東京ＭＯＵで実施している途上国ＰＳＣ検査官教育・訓練プログラム（注）への講師派遣等
（注）検査官教育・訓練プログラム：

ＰＳＣ検査官セミナー開催、ＰＳＣ検査官養成プログラム実施、ＰＳＣ検査官交流プログラム実施等

（３）国際的なＰＳＣ検査官教育・訓練プログラムへ積極的な協力・貢献
東京ＭＯＵで実施している途上国ＰＳＣ検査官教育・訓練プログラム（注）への講師派遣等
（注）検査官教育・訓練プログラム：

ＰＳＣ検査官セミナー開催、ＰＳＣ検査官養成プログラム実施、ＰＳＣ検査官交流プログラム実施等

課 題

対 応

ＰＳＣの充実・強化ＰＳＣの充実・強化ＰＳＣの充実・強化
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ビーニャ・デル・マール協定
（ラテン米１３ヶ国）

カリブ海ＭＯＵ
（カリブ海１１ヶ国）

東京ＭＯＵ
（アジア太平洋１８ヶ国）

パリＭＯＵ
（欧・北大西洋２０ヶ国）

地中海ＭＯＵ
（地中海１０ヶ国）

アブジャＭＯＵ
（西・中央アフリカ１９ヶ国）

リャドＭＯＵ
（ペルシャ湾沿岸６ヶ国）

インド洋ＭＯＵ
（インド洋１２ヶ国）

黒海ＭＯＵ
（黒海沿岸６ヶ国）

世界のＰＳＣ地域協力体制世界のＰＳＣ地域協力体制世界のＰＳＣ地域協力体制

東京ＭＯＵにおいてブラックリストにカテゴリーされた旗国（2003-2005年）

北朝鮮、ホンジュラス、モンゴル、ボリビア、インドネシア、ドミニカ国、カンボジア、ベトナム、ベ
リーズ、バングラデシュ、ツバル、パプアニューギニア、台湾、エジプト、グルジア、ミャンマー、
トンガ、タイ（１８国）

出典：東京MOU年次報告（2005）
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◇安定的な国際海上輸送の確保のための海事政策のあり方◇安定的な国際海上輸送の確保のための海事政策のあり方

○ 日本経済・国民生活に対する外航海運の役割○ 日本経済・国民生活に対する外航海運の役割

論点の例

今後の審議事項今後の審議事項今後の審議事項

○ 日本の外航海運事業者・日本籍船・日本人船員（海技者）の役割及び必要性
（平時、非常時等）

○ 日本の外航海運事業者・日本籍船・日本人船員（海技者）の役割及び必要性
（平時、非常時等）

○ 日本籍船・日本人船員（海技者）の目標値○ 日本籍船・日本人船員（海技者）の目標値

○ 外航海運事業者の役割を踏まえた日本籍船・日本人船員（海技者）の計画的増加策
（法律上の担保措置・支援措置）

○ 外航海運事業者の役割を踏まえた日本籍船・日本人船員（海技者）の計画的増加策
（法律上の担保措置・支援措置）

○ 競争環境の整備等（マシ海峡問題、独禁法適用除外制度等）○ 競争環境の整備等（マシ海峡問題、独禁法適用除外制度等）
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②内航事業関係



輸送機関別シェア（トンキロベース）

内航海運の現状内航海運の現状内航海運の現状

輸送量の推移

内　航
38.4%

鉄　道
3.9%

航　空
0.2%

自動車
57.5%

主要品目の内航輸送分担率
（トンキロベース：平成１６年度）

金属(鉄鋼等)

セメント 雑 貨

石油製品

内航海運
87.8%

内航海運
13.9%

内航海運
69.0%

内航海運
90.6%

自動車
9.4%

自動車
86.1%

自動車
12.2%

自動車
31.0%

・国内物流の４割、産業基礎物資（鉄鋼、石油、セメント等）の８割を輸送

新造内航船舶隻数の推移

・平成１０年以降、船舶の建造が低迷し、船舶の老朽化が進行

・代替建造促進に向けた取り組み等の結果、船主の建造意欲は回復基調

0
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150
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300
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Ｈ元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

（　年　度　）

（　隻　数　）

貨物船 土・砂利・石材専用船

セメント専用船 自動車専用船

油送船 特殊タンク船

261

199
216

255

325

220 233

178

63

89

26

92
76

56 47 46
73

0.0% 0.0% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2%

38.7%41.3%42.1%41.8%41.0%41.2%41.7%42.2%42.6%43.8%43.6%44.5%44.3%44.7%
47.5%50.6%

50.9%

43.3%

38.4%

4.0%
3.9%3.8%3.8%

4.0%4.2%4.3%4.4%4.5%4.5%4.7%
4.8%4.9%5.0%

4.9%
8.6%

13.1%

30.7%

3.9%

57.1%54.7%53.9%54.2%
54.8%54.5%

53.8%53.3%52.7%51.5%51.5%
50.5%50.7%50.2%

47.5%
40.7%

36.0%

26.0%

57.5%

0
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7000
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（ 年　度 ）

(億トンキロ)

1,857

3,605

4,388 4,342

5,468
5,599 5,571

5,357
5,445 5,590

5,732 5,689
5,516

5,602
5,780 5,807

5,707 5,639

自動車

鉄道

内航海運

航空

5,698

・我が国経済、国民生活に不可欠な内航海運には、一定の需要が存在

○船舶の老朽化への対応

今後の内航海運の課題

○若年船員不足への対応

○モーダルシフトへの対応

○燃料油価格高騰への対応

出典：国土交通省「陸運統計要覧」に基づき海事局作成

出典：国土交通省「陸運統計要覧」に基づき海事局作成

出典：海事局調べ ４８



旅客船利用者数の推移

内航燃料油価格の推移

国内旅客船の現状国内旅客船の現状国内旅客船の現状

45.550.250.3

56.2
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68.169.870.4

51.4 50.4

0

20

40

60

80

100

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16年度

百万人

離島航路利用者数の推移
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100.9107.3108.8110.8110.1
120.1

144.9148.1148.8
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百万人

H10.4 本四架橋（明石海峡大橋）開通

H11.5 本四架橋（しまなみ海道）開通
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（円／ｷﾛﾘｯﾄﾙ ）

Ａ重油

Ｃ重油

・平成１８年１０月～１２月の燃料油価格は、３年前の約２倍弱に上昇

・減少傾向にあるが、国内航空に匹敵する年間１億人の旅客を輸送 ・離島住民の生活に必要不可欠な離島航路も減少傾向

○離島航路の維持・改善

今後の国内旅客船の課題

○航路の活性化

○モーダルシフトへの対応

○燃料油価格高騰への対応

出典：日本内航海運組合総連合会調べ

出典：海事局調べ 出典：海事局調べ
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○船旅の魅力の向上

・旅客船事業者と地域等との連携の
推進

・日本旅行業協会（ＪＡＴＡ）との連携、
一般への広報の強化

・離島観光振興の推進 等

○モーダルシフトの推進

・船舶建造と港湾埠頭整備等との連携の
推進

・荷主等へ省エネ効果等の海上輸送の特性
をアピールする方策の検討・推進 等

○優秀な船員の確保・育成

・海事関連セクター全体を通じた船員の
スキルアップ、ステップアップの実現

・必要な教育システム、資格制度の
見直し

・魅力ある職場環境の整備 等

今後の国内海運政策の取り組み今後の国内海運政策の取り組み今後の国内海運政策の取り組み

○代替建造の促進

・省エネ型船舶の建造促進

・新技術の開発と実用化促進

・中小の内航海運事業者のグループ化

・内航船代替建造推進に資する
中小造船業・舶用工業対策 等

これらの取り組みを通じて、安定的で質の高い国内海運を実現
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③ヒューマンインフラ関係



56,833

38,425

30,013

10,084
8,438

5,030

2,625

0
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20,000
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35,000
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45,000

50,000

55,000

昭和49年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

人

外航船員数の推移

国際競争の激化等に伴う外国人船員の代替により、外航船員数
は年々減少し、３０年前のおよそ２０分の１の水準に。年齢構成
を考慮すると、今後数年間でさらに減少が見込まれる。
一方で、日本商船隊の急速な拡大と世界的な船員不足が今後見
込まれることから、優秀な日本人船員（海技者）の確保が急務
となっている。

内航船員数も外航船員ほどではないもの
の年々減少傾向にある。年齢構成は外航
よりも歪であり、団塊の世代の引退により、
今後１０年間で約４割の船員の減少が見込
まれる。

71,269

63,208

59,834

56,100

48,333

37,058

30,762

0
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20,000
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35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

昭和49年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

人

内航船員数の推移

昭和40年代後半から外

国人船員配乗船の増加

昭和60年のプラザ合意後の

急激な円高による外航船員
緊急雇用対策

第一次ｵｲﾙｼｮｯｸ後の政府による総需要抑制策に伴う
用船料引き下げへの対策として船舶解撤の実施

昭和63年本四架橋児島・

坂出ルート供用開始

平成10年明石海峡

大橋供用開始
平成11年しまなみ

海道全通

日本人船員数の推移（外航及び内航）日本人船員数の推移（外航及び内航）日本人船員数の推移（外航及び内航）

※船員数は乗組員数と予備員数を合計したものであり、わが国の船舶所有者に雇用されている船員である。
出典：「船員統計」に基づき海事局作成
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船員数全体の推移

277,644

233,770

200,667

152,643

122,038
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81,772
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昭和49年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

人

漁業船員数の推移

128,831

113,630

93,278

69,486

44,470

35,857

28,436

0

20000

40000

60000

80000

100000

120000

140000

昭和49年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

人

漁業船員数も年々減少傾向にあり、過去
30年間で８割弱の船員数が減少している。

年齢構成をみると、職員については高年
齢化しており、部員は若年層が多い。

船員数全体も年々減少傾向にあり、過去
30年間で７割減となっている。各業種の

船員数の推移から、今後も減少の一途を
辿ることが推測される。

昭和５２年米ソ２００
海里漁業水域設定に
伴う北洋漁業減船

平成3年国連総
会における公海
での流し網漁業
禁止決議

日本人船員数の推移（全体及び漁業）日本人船員数の推移（全体及び漁業）日本人船員数の推移（全体及び漁業）

※船員数は乗組員数と予備員数を合計したものであり、わが国の船舶所有者に雇用されている船員である。
出典：「船員統計」に基づき海事局作成 ５２
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６０歳未満
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外航

45歳以上の
割合 49%

部員
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４５歳未満
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５５歳未満

６０歳未満

６０歳以上

内航貨物船

45歳以上の
割合 64%

平均年齢 ： ４１．７歳 平均年齢 ： ４５．６歳

平均年齢 ： ４０．８歳 平均年齢 ： ３８．０歳

出典：「平成17年度船員需給総合調査結果報告書」に基づき海事局作成

※ 平均年齢は、20歳未満からの各年齢層について、順に18.5歳、22歳、27歳、32歳、37歳、42歳、47歳、52歳、57歳、62歳として算出した。

船員の年齢構成船員の年齢構成船員の年齢構成
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出典：「総務省労働力調査（平成１９年１月）」に基づき海事局作成
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○農業 ６１％
○林業 ７５％
○漁業・水産養殖業 ７１％

他産業における雇用者の年齢構成他産業における雇用者の年齢構成他産業における雇用者の年齢構成
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日本 フィリピン 中国 インド ミャンマー 韓国 ベトナム
インドネシ

ア
クロアチア その他 計

1,504 29,171 2,392 1,910 1,596 1,211 849 536 366 969 40,504

3.71% 72.02% 5.91% 4.72% 3.94% 2.99% 2.10% 1.32% 0.90% 2.39% 100.00%

出典：日本海員組合調べ

（平成18年7月15日現在）

日本

フィリピン

中国

インド

ミャンマー

韓国

ベトナム

インドネシア

クロアチア

その他

日本商船隊における外国人船員

単位：人

日本商船隊における外国人船員日本商船隊における外国人船員
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2005年 2010年 2015年

供給 需要 過不足 供給 需要 過不足 供給 需要 過不足

職員 ４６６ ４７６ －１０ ４６７ ４８８ －２１ ４７２ ４９９ －２７

部員 ７２１ ５８６ ＋１３５ ７４０ ５９８ ＋１４２ ７７４ ６０７ ＋１６７

注） 世界の船舶数が年間１％増加すると仮定

出典：BIMCO「ISF 2005年船員需給調査」に基づき海事局作成

400

450

500

2005年 2010年 2015年
400

450

500

550

600

650

700

750

800

2005年 2010年 2015年

職 員 部 員千人 千人

供

給

供

給

需

要

需

要

単位：千人

世界的な職員不足、部員過剰の構造。将来的に需給バランスは悪化の見通し

世界的な船員の需給予測世界的な船員の需給予測世界的な船員の需給予測
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9.7%
6.4%

3.6%
4.4% 3.6%

5.1%

31.2%
27.8% 24.7%

(219人)
24.7% 23.9%

28.6%
(435人)

25.2%
28.4%

33.1%
(469人)

48.2%

39.0%

48.1%
(445人) 43.7%

37.4%
41.3%
(219人)

30.7%

20.2%

28.6%
(172人) 27.3%

23.4% 25.0%
(150人)

40.8%
48.1%

45.2%
(400人)

50.4%

37.7%

68.6%

46.0%
(698人)

39.4%
(558人)

36.0%
(333人)

50.6%
(268人)

61.1%
(368人)

68.7%
(412人)

10.6%

21.7% 27.9%
（247人)

20.5% 17.4%
16.5%
(251人)

13.1%
14.5%

4.7%
(25人)

7.1%
（43人)

4.5%
(27人)

9.4%
(133人)

10.1%
(93人)

9.8%3.5% 2.4% 2.1%
(19人)

4.4% 5.2% 8.9%
(135人)

14.2% 16.3% 18.2%
(258人)

9.0% 5.8%
(54人)

6.1% 4.8% 3.4%
(18人)

1.0% 2.1% 3.2%
(19人)

1.7% 2.9% 1.8%
(11人)

Ｓ６０ Ｓ６１ Ｓ６２ Ｓ６３ Ｈ１ Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

漁船

外航

内航

新卒者

（８８５人）
（１，５１９人） （１，４１８人） （９２５人）

（５３０人）

（６０２人） （６００人）

緊急雇用対策 北洋漁業減船
公海流し網漁業減船 遠洋かつお・まぐろ漁業減船

内航船員供給源の変化

注） 内航労務協会、一洋会、全内航、内航盟外及び大型カーフェリー労務協会に加盟する船社の 就職者数による集計であり、全船社を
対象にしたものではない。

出典：「船員需給総合調査結果報告書」に基づき海事局作成

内航船員供給源の変化内航船員供給源の変化
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0.13

0.84

0.92

0.89 0.80
0.85

0.79

0.82

0.94

0.79

0.86

0.81 0.84

0.19

0.61

0.30

0.38

0.32

0.40

0.24

0.13

0.17

0.27

0.12

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

H 06 04
H 07 04
H 08 04
H 09 04
H 10 04
H 11 04
H 12 04
H 13 04
H 14 04
H 15 04
H 16 04
H 17 04
H 18 01
H 18 02
H 18 03
H 18 04
H 18 05
H 18 06
H 18 07
H 18 08
H 18 09
H 18 10
H 18 11
H 18 12年月

有効求人倍率

倍率

安全最小定員
の実施(H17.4)

※ 中国及び四国運輸局管内のように、有効求人倍率が1倍を超えている地域もある。

船橋当直「６級海技
士（航海）」義務付け

(H18.4)

中国運輸局管内 ※
平成１７年 ４月 ２．４４倍

１７年１０月 ２．１７倍
１８年 ４月 ２．７４倍
１８年１２月 ２．６７倍

四国運輸局管内 ※
平成１７年 ４月 １．０２倍

１７年１０月 １．４１倍
１８年 ４月 １．７４倍
１８年１２月 １．７８倍

内航船員の有効求人倍率の推移内航船員の有効求人倍率の推移内航船員の有効求人倍率の推移

出典：「船員職業安定月報」に基づき海事局作成
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0

20

40

60

80

100

平成１7年 1８年 ２３年 ２８年 ３３年 ３８年

110

115

120

125

130

0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数（右目盛）

平成１7年 平成１８年 平成２３年 平成２８年 平成３３年 平成３８年
平成３８年／
平成１８年

0～14歳 18 17 16 14 13 12 67%

15～64歳 84 84 81 76 73 70 84%

65歳以上 26 27 30 34 36 36 137%

総 数 128 128 127 125 122 119 93%

出典： 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成１8年12月推計）」に基づき海事局作成

百万人

百万人

労働力の中核となる年齢層（１５～６４歳）の人口は、今後２０年で１，４００万人減少の見通し

（単位：百万人）

日本の将来推計人口日本の将来推計人口日本の将来推計人口

※中位予測、平成１７年数値は国勢調査結果
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1,389 1,089

4,292
4,070 3,624

960
1,079

1,002

971
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成１６年 ２７年 ４２年

１５～２９歳 ３０～５９歳 ６０歳以上
※１ 平成１６年は総務省統計局「労働力調査」、平成２７年、平成４２年は厚生労働省職業安定局の推計（平成１７年７月）による。
※２ 性・年齢別の労働力率（１５歳以上人口に占める労働力人口の割合）が平成１６年と同じ水準で推移した場合。

出典：雇用政策研究会「人口減少下における雇用・労働政策の課題」に基づき海事局作成

６，６４２ ６，２３７ ５，５９７

万人

※労働力人口＝就業者＋完全失業者

〈１００〉

〈１００〉

〈１００〉

〈１００〉

〈９４〉

〈１１２〉

〈９５〉

〈７８〉

〈８４〉

〈１０４〉

〈８４〉

〈７０〉

※〈 〉内は平成１６年＝１００とした指数

労働力人口は、今後２０年で１，０５０万人減少の見通し

労働力人口の見通し労働力人口の見通し労働力人口の見通し
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100

120

140

160

180

200

昭和５５年 ６０年 平成２年 ７年 １２年 １７年

外航船員 内航船員 全産業（規模３０人以上）

全産業（規模３０～９９人） 全産業（規模５００人以上） 運輸業（規模３０人以上）

製造業（規模３０人以上）

200

250

300

350

400

450

500

550

600

650

700

昭和５５年 ６０年 平成２年 ７年 １２年 １７年

外航船員 内航船員 全産業（規模３０人以上）

全産業（規模３０～９９人） 全産業（規模５００人以上） 運輸業（規模３０人以上）

製造業（規模３０人以上）

金 額 指数 昭和５５年＝１００千円

出典：「船員労働統計」に基づき海事局作成

（陸上労働者のきまって支給する給与には「通勤手当」が含まれる）

※１．産業別や外航船員、内航船員の数値はそれぞれの１人１か月平均を使用

※３．外航船員、内航船員の給与＝「きまって支給する給与」＋「航海日当」

※２．陸上労働者の給与は男子のもので 毎月勤労統計 厚生労働省による

外航船員

内航船員

全産業（規模３０～９９人）

外航船員

全産業（規模３０～９９人）

内航船員

全産業（規模５００人以上）

全産業（規模５００人以上）

陸上労働者のきまって支給する給与との比較陸上労働者のきまって支給する給与との比較陸上労働者のきまって支給する給与との比較
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４級海技士 ３級海技士

（就 業） 航海士・機関士

海技従事者国家試験

航海訓練所練習船(乗船実習)
（９月） （９月） （１２月） （１２月） （１２月） （１２月） （１２月）

･海技教育機構
本科

(１８０名)
(３年６月)

５校

･海技教育機構
専修科

(２００名)
(２年)
２校

･海技教育機構
海上技術ｺｰｽ
(航海･機関)

(２０名)
(２年)

･商船高等
専門学校
(２００名)
(５年６月)

５校

(旧 商船大学)
･東京海洋大学

海洋工学部
(７０名)

･神戸大学

海事科学部
(９０名)

(４年６月)
２校

･海技教育機構
海上技術ｺｰｽ
（機関専攻)

（５名)
（２．５年)

・海技教育機構
海上技術ｺｰｽ

(航海専攻)
（５名)
（２年)

･海技教育
機構本科

(３年)
５校

高等学校

一般大学
高専短大等

中学校

高等学校

海技従事者国家試験

専門教育（座学）

乗船実習

一般基礎教育
（高校・中学）

（商船の船舶職員養成プロセスを示した）

内航 外航

船舶職員養成プロセス船舶職員養成プロセス船舶職員養成プロセス
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就職

船舶職員として
３～５年乗船

二級取得

一航・一機
登用

一航士又は一機士として
３年～５年乗船

一級取得

部員として乗船
（６年以上）

職員登用
航海士又は機関士

として乗船
（１０年以上）

船長・機関長
登用

就職

養
成
施
設
終
了

４級

３級

就職 ５年後 １０年後 ２０年後１５年後

内航

外航

２２才

２０才

３０才過ぎ

２０代後半

４０才前後

４５才前後

船長・機関長
登用

陸勤（海技者）を経験

一人前の船長・機関長になるには就職後２０年程度を要する

さらに数年

さらに数年

船員（海技者）のキャリアパス船員（海技者）のキャリアパス船員（海技者）のキャリアパス
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39.8

31.8

50.6

26.2

33.6

43.6

55.0

35.2

26.1

40.9

41.6

35.4

33.4

33.9

62.7

44.3

32.1

23.6

42.0

51.6

31.4

31.8

18.4

27.9

4.5

6.6

18.0

18.6

10.2

15.0

14.9

18.9

18.9

2.5

3.0

2.5

0.7

1.2

3.3

5.7

1.2

0.2

4.9

5.7

3.9

3.9

8.4

3.8

2.8

2.4

5.5

6.7

7.2

3.9

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３年未満 ３～５年未満 ５～１０年未満 １０年以上 無回答

全基盤技術

設計
圧縮成形、押出成形、空気の噴
射による加工又は射出成形

プレス加工

切削

研磨

整毛、紡績、製織、剪毛、編成、
縫製又は染色

溶接

塗装

製造過程の管理

機械器具の修理又は調整

※１ 厚生労働省委託事業「企業が求める人材の能力等に関する調査（２００５年）」
※２ 労働者数の多い１０基盤技術
出典：経済産業省 厚生労働省 文部科学省「 ２００５年版ものづくり白書」

他産業では、１０年未満で一人前になると答えた割合が９０％以上
であり、他産業と比べても船員の養成には時間がかかる

他産業での一人前になるまでに要する期間他産業での一人前になるまでに要する期間他産業での一人前になるまでに要する期間
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海への国民の関心の薄さ

「海の日」制定から10年が経つが．．．

海に関する体験･知見の不足
海からの恩恵への認識の不足

海事産業における日本
人労働力の不足

少子高齢化社会の中で、産業
の存続に深刻な影響

海運・船員、造船、舶用工業

海に関する広報活動は種々行われているが．．．

相互の連携は十分か？
受け手とのコミュニケーションは十分か？

■ビジョンを共有し、海事クラスター関係者が連携して、全国レ
ベル・地域レベルで小中学生を対象に海へのアクセスを充実

幼少期から海への興味・関心を育成
海にかかわる仕事への理解を増進

次世代の「海の若人」
育成のために

幅広い海事思想の普及・啓蒙幅広い海事思想の普及・啓蒙幅広い海事思想の普及・啓蒙
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◇ 優秀な日本人船員（海技者）の確保・育成◇ 優秀な日本人船員（海技者）の確保・育成

論点の例

○ 船員（海技者）の定着を図るための魅力ある職場環境の整備○ 船員（海技者）の定着を図るための魅力ある職場環境の整備

○ 必要な教育システム・資格制度等の見直し○ 必要な教育システム・資格制度等の見直し

○ 船員（海技者）のスキルアップ・ステップアップの実現○ 船員（海技者）のスキルアップ・ステップアップの実現

○ 海への関心の醸成○ 海への関心の醸成

○ 地域における海事クラスターの形成・振興○ 地域における海事クラスターの形成・振興

今後の審議事項今後の審議事項今後の審議事項
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④その他（造船）



日　本 韓　国 欧　州

その他

漁船

客船

フェリー

LNG船

LPG船

石油・化学製品運搬船

自動車運搬船

RO-RO船

コンテナ船

冷凍運搬船

多目的船

バルクキャリア

タンカー

LNG船

バルクキャリア

コンテナ船

タンカー

16,402

14,621

11,219

7,492

5,887

7,578
7,110

5,7395,662

4,531
4,8524,579

3,9243,733
4,3163,979

3,106
2,4552,2542,3412,586

3,0693,262
2,917

3,5313,463
2,830
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16000

54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

暦年

万総トン

その他
中国
欧州
韓国
日本

5.9%

31.6%

36.1%

10.5%

15.8%

世界における造船業の現状世界における造船業の現状世界における造船業の現状

世界の手持ち工事量推移 造船業の売上高比較

出典：日本：造船造機統計 韓国：韓国造船工業会資料 欧州：CESA資料

2000年～2004年平均
日本 10,557 百万ドル
韓国 10,030 百万ドル
欧州 13,074 百万ドル

出典：クラークソン資料に基づき海事局作成

世界の新造船受注船価の推移
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20
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60

80
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140

9 2 9 3 9 4 9 5 9 6 9 7 9 8 9 9 0 0 0 1 0 2 0 3 0 4 0 5 0 6
年

百万$

スエズマックスタンカー(150千ＤＷＴ)

ケープサイズバルクキャリア(170千ＤＷＴ)

パナマックスバルクキャリア(75千ＤＷＴ)

ＶＬＣＣ(300千ＤＷＴ)

世界主要造船国の建造船舶船種別割合

出典：ロイド資料に基づき海事局作成。200５年竣工船をCGTベースで集計。

出典：ロイド資料に基づき海事局作成。
100総トン以上の船舶を対象。 各年12月末時点。
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幸

陽

船

渠

千総トン

　
　　　     ：　韓国企業

　　     　：　日本企業

　　　     ：　その他

世界の造船所別建造量

我が国大型船建造事業者の現状我が国大型船建造事業者の現状我が国大型船建造事業者の現状

国内運航者・国内船主への依存

大型船建造事業者(造船能力１万総トン以上)の分布

出典：海事局調べ。
総トン数2,500トン以上または長さ90メートル以上の一般商船を対象。

出典：ロイド資料に基づき海事局作成。
平成17年に建造した100総トン以上の船舶を対象。

現代重工・現代三湖重工・現代尾浦は現代重工ｸﾞﾙｰﾌﾟ。

輸出船1,815万GT
国内船35万GT

我が国における平成１８年新造船建造量 1,850万GT

我が国海運事業者が関わる船舶 71.6%

輸出船1,815万GT
国内船35万GT

我が国における平成１８年新造船建造量 1,850万GT

我が国海運事業者が関わる船舶 71.6%

主な製造業の海外生産比率（Ｈ１６年度）

出典：海外事業活動基本調査（経済産業省）
造船については新造船建造量により算出。

吹き出しは、造船業の工業製品出荷額が１～３位の地区

下関地区

伊万里地区

佐世保地区

長崎地区

大分県南地区 今治地区

備後地区

坂出・丸亀地区

出典：平成１６年工業統計より作成

吹き出しは、造船業の工業製品出荷額が１～３位の地区吹き出しは、造船業の工業製品出荷額が１～３位の地区

下関地区

伊万里地区

佐世保地区

長崎地区

大分県南地区 今治地区

備後地区

坂出・丸亀地区

出典：平成１６年工業統計より作成
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出典：平成１６年工業統計に基づき作成
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H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 暦年

千GT

20

40
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120

140
隻

総トン数

隻数

中小型船の新造船建造量

内航海運暫定措置事業における建造認定実績

中小型船建造事業者の現状中小型船建造事業者の現状中小型船建造事業者の現状

中小型船建造事業者の経常利益率の推移

0.84% 0.97%
1.27% 1.19%

2.12%
1.83%

-0.48%

-2.31%

-1.02%

0.50%

1.29%

4.66%

-3.00%

-2.00%

-1.00%

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

6.00%

H12 H13 H14 H15 H16 H17

年度

：　事業者全体

：　主として内航船を建造している事業者

出典：「船舶（総トン数が１万トン以上のものを除く。）の製造又は修理業の実態調査」に基づき海事局作成。
造修能力500GT以上3,000GT未満の事業者150社のうち、約９割の事業者の集計結果。

出典：内航海運新聞HPに基づき海事局作成

出典： H13年度までは（財）日本海運集会所資料、海事局資料、水産庁資料に基づき、
H14年度以降は国土交通省総合政策局情報管理部「造船造機統計」に基づき海事局作成。
100総トン以上5,000総トン未満の船舶。
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人材育成支援事業

今後のための対策今後のための対策今後のための対策

溶接実習

ガス切断
実習

ぎょう鉄

日本中小型造船工業会
日本造船工業会

日本造船協力事業者団体連合会

日本中小型造船工業会
日本造船工業会

日本造船協力事業者団体連合会

国土交通省
日本財団

国土交通省
日本財団

造船産業集積地域
・地方公共団体
・造船事業者

造船産業集積地域
・地方公共団体
・造船事業者

地域造船技能研修センター（４ヶ所）に
おいて新人・専門技能研修を実施中

技能研修

出典：海事局調べ（H16.3現在）

2007年以降
造船技能者

大量退職により現在
技術が低下

・産業競争力の低下
・造船業の崩壊

地域経済・
海上物流
への深刻
な打撃

大手・中手25社（社内工のみ）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

30歳未満

30歳台

40歳台

50歳以上

中小造船所（社内工のみ）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

30歳未満

30歳台

40歳台

50歳以上

協力会社（下請け）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

30歳未満

30歳台

40歳台

50歳以上

大手・中手２５社（社内工のみ） 中小造船所（社内工のみ） 協力会社（下請け）

平均年齢

43.8歳

平均年齢

43.7歳

平均年齢

45.5歳
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技術開発支援

今後のための対策今後のための対策今後のための対策

○安全・環境に関わる問題

が多様化・高度化。

○イコールフッティングでの

競争条件の確保（欧州で

は公的資金約２００億円を

技術開発等に投入）

○（独）海上技術安全研究所に
よる基礎研究の推進及び技
術的指導等の支援

○（独）鉄道・運輸機構による技
術開発に対する財政的支援

○新技術普及促進支援の強化

ＮＧＨ輸送船

天然ガスを固体化したハイドレートを輸送する船舶
（Ｈ１７年度～）

必要性 ツール

○産官学の協力による技術
開発

○事業者(トップランナー)に
よる技術開発

技術開発の取組み

（具体的なプロジェクト例）

機関室内のポンプ、
モーター、等の機器を
効率的に配置（モ
ジュール化）すること
による省エネ、省ス
ペース化

○舶用エンジンのＮＯｘ低減技術 ○機関室周りの省エネ・
省スペース技術

エンジン単体の燃焼改善技術
（噴射系改良）

排出ガス後処理装置
（ＳＣＲ触媒）

新造船対策現存船対策

スーパークリーンマリンディーゼルエンジンの開発
（Ｈ１９年度～）

支
援

○事業者独自に行う技術開発

７１
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